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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第５期 

第３四半期 
連結累計期間 

第４期 

会計期間 
自 2022年４月１日 
至 2022年12月31日 

自 2021年４月１日 
至 2022年３月31日 

売上高 （千円） 5,034,993 5,638,130 

経常利益 （千円） 207,774 139,829 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（千円） 139,123 13,445 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 139,123 13,445 

純資産額 （千円） 678,556 539,297 

総資産額 （千円） 4,046,684 4,718,052 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 69.06 6.67 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － 

自己資本比率 （％） 16.8 11.4 

 

回次 
第５期 

第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 2022年10月１日 
至 2022年12月31日 

１株当たり四半期純利益 （円） 33.46 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第４期は潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。第５期第３四半期連結累計期間は新株予約権の残高はありますが、当社株式の売買実績が無

く期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

３．当社は、第４期第３四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第４期第３

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

 

 

２【事業の内容】 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 



- 2 - 

 

第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第３四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。 

 

(1）財政状態の状況 

（資産の部） 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ671,368千円減少し、4,046,684千円となりま

した。流動資産は、前連結会計年度末に比べ592,725千円減少し、2,432,608千円となりました。これは主に、未収

入金を回収したことによるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ78,642千円減少し、1,614,075

千円となりました。これは主に、減価償却費（のれんの償却を含む）によるものであります。 

 

（負債の部） 

 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ810,626千円減少し、3,368,128千円となり

ました。流動負債は、前連結会計年度末に比べ1,081,741千円減少し、1,648,927千円となりました。これは主に、

短期借入金の返済によるものであります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ271,115千円増加し、1,719,200千

円となりました。これは主に、短期借入金から長期借入金へと借り換えたことによるものであります。 

 

（純資産の部） 

 当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ139,258千円増加し、678,556千円となりまし

た。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したことに伴う利益剰余金の増加によるものでありま

す。 

 

(2）経営成績の状況 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が緩和され、経済

活動の緩やかな回復傾向が見られたものの、国際情勢の長期化の影響による資源の高騰や急激な円相場の変動な

ど、先行きが不透明な状況が続いております。 

 このような環境の中、当社グループは、保育事業においては南小岩保育園、平井保育園、菊川保育園、板橋本町

保育園、東中野保育園、谷六保育園、月島保育園の７施設の運営が始まったことにより、売上高は3,505,854千円

となり、セグメント利益は595,719千円となりました。 

 介護福祉事業においては、拠点数が増加したことにより、売上高は737,207千円となり、セグメント利益は

16,042千円となりました。 

 人材派遣事業においては、主力である大手自動車メーカーへの派遣業務が新型コロナウイルスの影響による低迷

から抜け出し、売上高は583,208千円となり、セグメント利益は10,629千円となりました。 

 その他事業においては、業務受託による通信機器の販売が好調であり、売上高は208,722千円、セグメント利益

は4,228千円となりました。 

 以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は5,034,993千円、営業利益は209,313千円、経

常利益は207,774千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は139,123千円となりました。 

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

 新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。 

 

(4）経営方針・経営戦略等 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。 
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(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要 

 な変更はありません。 

 

(6）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

 

 (7）経営成績に重要な影響を与える要因 

 経営成績に重要な影響を与える要因については、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）「第２ 事業

の状況 ２ 事業等のリスク」に記載のとおりであり、様々なリスク要因が当社の経営成績に重要な影響を与える

可能性があると認識しております。そのため、当社は常に市場動向に留意しつつ、適用を受ける法令の改正等には

細心の注意を払い情報収集に力を入れる等、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因について低減し、適切な対

応に努めてまいります。 

 

 (8）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社の資金の状況については、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）「第２ 事業の状況 ３ 経営

者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ③ キャッシ

ュ・フローの状況」に記載しているとおりであります。 

 当社の資金需要のうち主なものは、運転資金、設備投資、法人税等の支払、借入金の返済等であります。 

 短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につき

ましては、金融機関からの長期借入を基本としております。 

 

 

３【経営上の重要な契約等】 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 8,058,240 

計 8,058,240 

 

②【発行済株式】 

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（2022年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2023年５月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 2,014,560 2,014,560 

東京証券 

取引所 

（TOKYO PRO Market） 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であり

ます。 

計 2,014,560 2,014,560 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

  ①【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

 

  ②【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

 （３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 

（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

2022年10月１日～ 

 2022年12月31日 
－ 2,014,560 － 30,000 － － 

 

   （５）【大株主の状況】 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 2022年12月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 
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区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

完全議決権株式（その他） 普通株式  2,014,500 20,145 

権利内容に何ら限定のな

い、当社株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。 

単元未満株式  普通株式          60 － － 

発行済株式総数 2,014,560   － － 

総株主の議決権 － 20,145 － 

②【自己株式等】 

   該当事項はありません。 

 

２【役員の状況】 

  該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社名古屋証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、第３四半期連結会計

期間（2022年10月１日から2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人コスモスによる四半期レビューを受けております。 

 

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期連結財務諸表】 

    （１）【四半期連結貸借対照表】 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

（2022年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 

(2022年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,123,429 1,436,046 

受取手形 318 1,394 

売掛金 635,467 713,022 

貯蔵品 1,170 1,170 

未収入金 1,179,493 193,857 

その他 85,455 87,117 

流動資産合計 3,025,334 2,432,608 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 746,344 750,806 

    減価償却累計額 △271,228 △296,553 

    建物及び構築物（純額） 475,116 454,252 

   車両運搬具 6,319 6,097 

    減価償却累計額 △4,367 △5,396 

    車両運搬具（純額） 1,952 701 

   工具、器具及び備品 15,113 17,250 

    減価償却累計額 △8,580 △11,114 

    工具、器具及び備品（純額） 6,532 6,136 

   建設仮勘定 7,810 － 

   土地 464,383 464,383 

   有形固定資産合計 955,795 925,473 

  無形固定資産   

のれん 15,380 11,240 

ソフトウエア 4,439 5,028 

その他 254 254 

無形固定資産合計 20,074 16,522 

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 253,777 241,850 

   繰延消費税額等 250,535 216,210 

   その他 212,535 214,018 

   投資その他の資産合計 716,848 672,079 

  固定資産合計 1,692,717 1,614,075 

 資産合計 4,718,052 4,046,684 
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  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

（2022年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 

(2022年12月31日) 

負債の部   

 流動負債   

買掛金 18,977 18,907 

短期借入金 1,434,695 263,000 

１年内償還予定の社債 90,000 90,000 

１年内返済予定の長期借入金 486,421 590,828 

未払金 312,925 267,786 

未払法人税等 26,809 13,976 

  賞与引当金 158,326 188,664 

その他 202,514 215,764 

  流動負債合計 2,730,669 1,648,927 

 固定負債   

  社債 150,000 105,000 

  長期借入金 1,236,022 1,551,964 

  退職給付に係る負債 18,113 21,014 

  その他 43,950 41,221 

  固定負債合計 1,448,085 1,719,200 

 負債合計 4,178,754 3,368,128 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,000 30,000 

  資本剰余金 234,066 234,066 

  利益剰余金 275,231 414,355 

  株主資本合計 539,297 678,421 

新株予約権 － 134 

 純資産合計 539,297 678,556 

負債純資産合計 4,718,052 4,046,684 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 
至 2022年12月31日) 

 売上高 5,034,993 

 売上原価 4,256,352 

 売上総利益 778,641 

 販売費及び一般管理費 569,327 

 営業利益 209,313 

 営業外収益  

    受取利息 43 

  受取配当金 11 

  補助金収入 31,481 

  その他 5,408 

  営業外収益合計 36,944 

 営業外費用  

  支払利息 18,089 

  支払手数料 1,206 

  開園前費用 17,961 

  その他 1,226 

  営業外費用合計 38,484 

 経常利益 207,774 

特別利益  

整備補助金収入 194,156 

  特別利益合計 194,156 

 特別損失  

  固定資産圧縮損 189,476 

  固定資産除却損 124 

  特別損失合計 189,600 

税金等調整前四半期純利益 212,330 

 法人税、住民税及び事業税 61,279 

 法人税等調整額 11,927 

 法人税等合計 73,206 

四半期純利益 139,123 

親会社株主に帰属する四半期純利益 139,123 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 （単位：千円） 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 
 至 2022年12月31日) 

四半期純利益 139,123 

四半期包括利益 139,123 

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 139,123 

非支配株主に係る四半期包括利益 － 
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【注記事項】 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 

 至 2022年12月31日) 

減価償却費 30,719千円 

のれんの償却額 4,140 

 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日） 

    １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 

     (単位：千円) 

 

報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

四半期 

連結損益計

算書計上額 

(注)３ 
保育事業 

介護福祉 

事業 

人材派遣 

事業 
計 

売上高         

顧客との契約から生じ

る収益 
3,505,854 737,207 583,208 4,826,271 208,722 5,034,993 － 5,034,993 

その他の収益 － － － － － － － － 

外部顧客への売上高 3,505,854 737,207 583,208 4,826,271 208,722 5,034,993 － 5,034,993 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ － 2,698 2,698 － 2,698 △2,698 － 

計 3,505,854 737,207 585,907 4,828,969 208,722 5,037,691 △2,698 5,034,993 

セグメント利益 595,719 16,042 10,629 622,391 4,228 626,620 △417,306 209,313 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モバイル事業を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△417,306千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△417,306千円であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

（収益認識関係） 

    顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 

 至 2022年12月31日) 

１株当たり四半期純利益 69円06銭 

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 139,123 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円） 
139,123 

普通株式の期中平均株式数（株） 2,014,560 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

2022年３月30日開催の株主総会

決議による第１回新株予約権 

新株予約権の数 1,432個 

（普通株式 143,200株） 

 

2022年３月14日開催の取締役会

決議による第２回新株予約権 

新株予約権の数 1,568個 

（普通株式 156,800株） 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式の売買実績が無 

    く期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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